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地域への貢献度等に係る評価点に関する基準 

 

（趣旨） 

第１ この基準は、長野市事後審査型一般競争入札実施に関する要綱（平成25年長野市

告示第 227号。以下「要綱」という。）第４第12号の規定に基づき、工事成績が優秀

な事業者及び地域における貢献度等が高い事業者の入札参加機会を増やし、より適正

な公共工事の履行を確保するため、長野市入札制度見直し検討委員会から最終提言の

あった「地域への貢献度等に係る評価点」に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （対象工事） 

第２ 地域への貢献度等に係る評価点を入札参加資格要件の対象とする工事は、事後審

査型一般競争入札により契約を締結する工事のうち、次の各号に掲げるいずれかに該

当するものとする。ただし、工事場所が芋井、小田切、七二会、信更、戸隠、鬼無

里、大岡、信州新町及び中条地区の工事並びに要綱第２第２号ウに規定する総合評価

落札方式に付する工事については、この限りでない。 

(1) 土木一式工事 有資格者名簿に登載されている業種ごとの等級格付要件（以下

「等級格付要件」という。）をＡ等級、Ｂ等級又はＣ等級と定める場合 

 (2) 建築一式工事 等級格付要件をＡ等級と定める場合 

 (3) とび・土工・コンクリート工事 等級格付要件をＡ等級又はＢ等級と定める場合 

 (4) 電気工事 等級格付要件をＡ等級と定める場合 

 (5) 管工事 等級格付要件をＡ等級と定める場合 

 (6) 舗装工事 等級格付要件をＡ等級又はＢ等級と定める場合 

 (7) 水道施設工事 等級格付要件をＡ等級と定める場合 

 （地域への貢献度等に係る評価点） 

第３ 入札参加資格要件において定める地域への貢献度等に係る評価点は、次の各号に

掲げる区分に応じて、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 等級格付要件をＡ等級のみと定める場合：50点以上 

 (2) 前号以外の場合：45点以上 

 （算定方法） 

第４ 地域への貢献度等に係る評価点の算定方法は、次の各号に掲げる区分に応じて算

出した評価点の合計点とする。 

 (1) 工事成績評定に係る評価点 ：最高80点 

 (2) その他評価項目に係る評価点：最高20点 

２ 前項に規定する地域への貢献度等に係る評価点の算定は、「地域への貢献度等に係

る評価点」自己採点表（様式第１号）により行うものとする。 

 （工事成績評定に係る評価点） 

第５ 工事成績評定に係る評価点は、長野市発注工事の工事成績評定点を基に算出した

平均点を、別表の工事成績評定に係る評価点換算表により換算した評価点とする。

（最高80点） 

(1) 工事成績評定点は、入札者の長野市発注工事の過去５ヵ年又は２ヵ年の業種別工
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事成績評定点の平均点とする。［小数点以下切捨て整数止め］ 

(2) 工事成績評定点が55点以下の場合及び過去５ヵ年に工事成績評定点がない場合の

評価点は０点とする。 

(3) 工事成績評定点の対象工事は、次のいずれかの方法を選択するものとする。ただ

し、公告で定めた場合は、いずれかに限ることができるものとする。 

① 過去５ヵ年の工事成績評定点の平均点による場合は、「工事成績評定に基づく

平均点」として長野市より通知した当該業種の「平均評定点」とし、入札公告日

の属する年度の前年度（入札公告日が年度前半の場合は前々年度）から起算して

５ヵ年遡った間に竣工している工事 

② 過去２ヵ年の工事成績評定点の平均点による場合は、入札公告日の属する年度

の前年度および前々年度（入札公告日が年度下半期の場合は入札公告日の属する

年度の入札公告日の前月まで及び前年度）の間に竣工している工事で、２件以上

の実績がある場合に限る。 

 ※１ 工事成績評定に係る評価点算定表（様式第２号）を作成し、工事成績評定

通知書の写しを添付して提出すること。 

２ 市長は、前項第３号①に規定する工事成績評定に基づく平均評定点を、毎年度該当

する者に通知するものとする。 

 （その他評価項目に係る評価点） 

第６ その他評価項目に係る評価点は、次の各号に掲げる評価項目に応じて、当該各号

に定める評価点として算出した合計点とする。（最高20点） 

(1) 優良工事表彰経歴 

長野市の優良工事表彰実績のある者を評価する。：（最大２点） 

① 同一工種における優良工事表彰実績のある者  ：２点 

② ①以外の工種における優良工事表彰実績のある者：１点 

※１  上記①又は②のうち、いずれかの点数を加点する。 

※２  実績は、過去２年間とし、毎年10月１日公告分から当該年度の受賞を評価でき

るものとする。 

(2) 環境対策 

環境対策に関する各種認定（認証・登録）制度について、その取得実績により評

価する。（最大３点） 

① ながのエコ・サークル（ゴールド・ランク）認定事業所 ：３点 

② ＩＳＯ14001の認証取得事業所                      ：2.5点 

③ エコアクション21の認証取得事業所                 ： ２点 

④ ながのエコ・サークル(シルバー・ランク)認定事業所 ：1.5点 

⑤ ながのエコ・サークル(ブロンズ・ランク)認定事業所 ：0.5点 

⑥ 長野県ＳＤＧｓ推進企業登録事業者          ：0.5点 

※１ 上記①から⑥のうち、認定（認証）取得又は登録の状況によりいずれかの点数

を加点する。 

※２ 認定（認証・登録）を証明する登録証又は認定証の写しを提出すること。 
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(3) 安全衛生対策 

安全衛生対策に関する各種認定（認証）及び活動実績のある者を評価する。（最

大２点） 

①  労働安全衛生マネジメントシステム（OHSAS18001又はISO45001）の認証取

得：２点 

② 建設業労働安全衛生マネジメントシステム（COHSMS、NEW COHSMS、Compact 

COHSMS）の認証取得：２点 

③ 建設業労働災害防止協会長野県支部における活動実績：１点 

※１ 上記①から③のうち、認定（認証）取得又は活動実績の状況によりいずれかの

点数を加点する。 

※２ ③の実績は、過去２年間とし、毎年10月１日公告分から当該年度の実績を評価

できるものとする。 

※３ 認定（認証）を証明する認定証又は活動証明書の写しを提出すること。 

(4) 労働福祉 

障害者雇用及び労働環境の状況により評価する。（最大４点） 

① 障害者を常用労働者として、法定雇用障害者数以上を雇用している又は法定雇

用義務は無いが雇用している場合に評価する。：２点 

※１ 上記の点数を加点する。 

※２  「障害者雇用状況報告書」の写し、又は障害者雇用状況の申出書（様式第３

号）を提出すること。 

  ② 次世代育成支援対策推進法第12条第１項又は第４項に基づく「一般事業主行動

計画」を策定し、労働局に届出をしている場合に評価する。：２点 

※１ 上記の点数を加点する。 

※２  一般事業主行動計画策定・変更届（公告日において計画期間中のもので、労働

局の受付印があるもの。）の写しを提出すること。 

  ③ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第８条第１項又は第７項に基

づく「一般事業主行動計画」を策定し、労働局に届出をしている場合に評価す

る。：２点 

※１ 上記の点数を加点する。 

※２  一般事業主行動計画策定・変更届（公告日において計画期間中のもので、労働

局の受付印があるもの。）の写しを提出すること。 

④ 経営事項審査の「その他の審査項目（社会性等）」のうち「雇用保険の加入状

況」、「健康保険の加入状況」、「厚生年金保険の加入状況」、「建退協の加入

状況」、「退職一時金もしくは企業年金制度の導入」及び「法定外労災制度の加

入状況」の合計点が30点以上の場合に評価する。：２点  

※１ 上記の点数を加点する。 

※２ 公告日の直近に通知された「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」

中の「その他の審査項目（社会性等）」により確認するため、写しを提出するこ

と。 
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⑤ 建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）に事業者登録している場合に評価す

る。：２点 

※１ 上記の点数を加点する。 

※２ 公告日の直近に通知された「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」

中の「その他の審査項目（社会性等）」により確認するため、写しを提出するこ

と。同通知書で事業者登録していることを確認できない場合は、事業者登録して

いることを確認できる書類を提出すること。 

⑥ 建設工事の施工に従事する29歳以下の者を採用した場合又は37歳以下の者の資

格取得に寄与した場合に評価する。：２点 

※１ 公告日から過去３年以内に採用又は資格取得していること。 

※２ 採用者又は資格取得者は公告日以前に３か月以上の雇用関係があること。 

※３ 資格取得の対象とする資格等は、配置技術者となり得る１級及び２級国家資格

等並びに登録基幹技能者（国土交通省「建設業法における配置技術者となり得る

国家資格等一覧」に掲載されている資格等）で、採用後に取得したものとする。 

※４ 採用者の場合は、「建設工事の施工に従事する29歳以下の者の採用に関する申

出書」を提出すること。 

※５ 資格取得の場合は、「37歳以下の者の資格取得に関する申出書」を提出するこ

と。 

※６ ３か月以上の雇用関係が確認できるもの（住民税特別徴収税額通知書の写し

等）を提出すること。 

※７ 採用者又は資格取得者の生年月日を確認できる書類を提出すること。（他の提

出書類により確認できる場合は不要） 

※８ 資格取得の場合は、合格証明書等の写しを提出すること。 

(5) 災害協定等 

長野市と災害時の協力協定等を締結している者、活動実績のある者を評価する。

（最大３点） 

① 長野市と「災害時等業務委託契約」を締結している者又は「災害時における復

旧協力に関する協定等」を締結している協会の会員を評価する。：２点 

② 長野市との「災害時等業務委託契約」又は「災害時における復旧協力に関する

協定等」に基づき、公告日から過去２年以内に応急活動実績のある者：３点 

※１ 上記①又は②のうち、登録状況又は活動実績によりいずれかの点数を加点す

る。 

※２ ①のうち、災害時等業務委託契約については、毎年６月１日公告分から当該年

度の委託契約者とする。 

※３ ②の実績とする活動は、災害発生時等において長野市の担当部署の依頼により

実施した崩落土砂、倒木の撤去又は仮設土のうの設置等又は水道施設等の応急復

旧や火災現場における活動等とし、災害時応急活動実績の申出（確認）書（様式第

５号）（担当部署の確認印があるもの）又は活動実績を確認できる書類を提出する

こと。 
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(6) 防災活動 

長野市との災害時の協力協定等に基づき防災活動のある者又は防災事業への参加

活動実績のある者を評価する。（最大１点） 

 ① 長野市との「災害時における復旧協力に関する協定」等に基づき、公告日か

ら過去２年以内に災害発生状況等の緊急パトロール活動等の実績のある者：１点 

   ② 公告日から過去２年以内に長野市が実施する防災事業への参加活動実績のあ

る者：0.5点 

※１ 上記①又は②のうち、活動実績によりいずれかの点数を加点する。   

※２ ①の実績とする活動は、災害が発生若しくは発生する恐れがある場合に、「災

害時における復旧協力に関する協定等」に基づき長野市の担当部署の依頼により

実施したパトロール活動等とし、防災活動実績の申出（確認）書（様式第６号）

（担当部署の確認印があるもの）を提出すること。 

※３ ②の実績とする活動は、長野市の担当部署の依頼により実施した、土のう作り

等の防災事業への参加活動実績とし、防災活動実績の申出（確認）書（様式第６

号）（担当部署の確認印があるもの）を提出すること。 

(7) 除雪契約 

長野市と道路除雪業務委託契約を締結している者を評価する。（最大３点） 

① 道路除雪を自社保有機械（リースを含む。）で行っている者：３点 

② 道路除雪を本市からの貸与機械のみで行っている者又は融雪剤散布業務のみを

行っている者：２点 

③ 豪雪時における道路除雪業務委託契約締結事業者：１点 

※１ 上記①から③のうち、契約を締結しているいずれかの点数を加点する。 

※２ 毎年12月１日公告分から当該シーズンの除雪契約者とする。 

 (8) 地域貢献 

活動実績又は登録のある者を評価する。（最大２点） 

① 消防団協力事業所表示制度認定事業所で消防団協力事業所表示制度実施要綱第

４第１項又は第６に該当する事業所等：２点 

② 公告日から過去１年以内にボランティア活動実績のある者：１点 

※１ 上記①又は②のうち、登録状況又は活動実績によりいずれかの点数を加点す

る。 

※２  ②の実績とする活動は、福祉施設等における奉仕活動、道路河川等の自主的な

清掃活動や災害復旧活動及び公益活動で事業活動以外のもの（個人での活動や対

価を得るものを除く。）等とし、ボランティア・公益活動の申出書（様式第４

号）に実施状況を確認できる書類を添付して提出すること。 

 (9) 指名停止 

公告日から過去1年以内に長野市からの指名停止措置を受けた者を評価する。 

① 減点数＝通算指名停止月数×（－１点） 

 ※１ 上記の点数を減点する。 

 ※２ ２週間の指名停止は0.5月として算出する。 
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※３ 公告日から１年前の応答日に指名停止中の場合は、その指名停止の全期間の月

数とする。 

 （秘密の保持） 

第７ この基準に基づき落札候補者から提出された資料等は、公表しないものとする。 

 （その他） 

第８ この基準に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この基準は、平成25年10月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

 この基準は、平成26年10月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

 この基準は、平成27年７月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

 この基準は、平成30年７月15日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

 この基準は、平成31年４月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

 この基準は、令和元年 10 月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

 この基準は、令和２年４月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

   附 則 

 この基準は、令和３年３月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

この基準は、令和６年４月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 

附 則 

この基準は、令和７年４月１日から施行し、同日以後に入札の公告を行う契約から適

用する。 
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別表（第５関係） 

工事成績評定に係る評価点換算表 

 

工事成績評定点 評価点  工事成績評定点 評価点 

   ５５点以下     ０   ７８点  ４７点 

５６ １４  ７９ ４８ 

５７ １５  ８０ ５０ 

５８ １７  ８１ ５１ 

５９ １８  ８２ ５３ 

６０ ２０  ８３ ５４ 

６１ ２１  ８４ ５６ 

６２ ２３  ８５ ５７ 

６３ ２４  ８６ ５９ 

６４ ２６  ８７ ６０ 

６５ ２７  ８８ ６２ 

６６ ２９  ８９ ６３ 

６７ ３０  ９０ ６５ 

６８ ３２  ９１ ６６ 

６９ ３３  ９２ ６８ 

７０ ３５  ９３ ６９ 

７１ ３６  ９４ ７１ 

７２ ３８  ９５ ７２ 

７３ ３９  ９６ ７４ 

７４ ４１  ９７ ７５ 

７５ ４２  ９８ ７７ 

７６ ４４  ９９ ７８ 

７７ ４５  １００点 ８０ 

 

平成 30 年度以前の工事成績評定については、100 点を 100 点以上と読み替える。 
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様式第１号（第４関係） 

「地域への貢献度等に係る評価点」自己採点表 

工事成績評定に係る評価点（次の(1)又は(2)のいずれかを選択する。）                  最高80点 

□ (1)   年度から  年度の平均評定点（通知済み） 

①  
□ 

(2)   年度から  年度の平均評定点（２件以上の実績） 

※平均評定点は、「工事成績評定に係る評価点換算表」により算定し、「工事成績点に係る評価点算定表

（様式第２号）」及び「工事成績評定通知書の写し」を添付して提出すること。 

なお、提出の際には「工事成績評定通知書」の原本を持参し確認を受けること。 

↑ 

（いずれかチェッｸ） 
換算後の点数 ② 

最高80点 

その他評価項目に係る評価点（次に掲げる項目のうち、該当する項目を選択する。）         最高20点 

優良工事 

表彰経歴 

(1)    年度から   年度において、長野市から優良工事表彰を受賞した事業者 

次のア又はイのうち、いずれかを選択する。 

ア 同一工種における優良工事表彰を受賞した実績のある者：２点 
イ ア以外の工種における優良工事表彰を受賞した実績のある者：１点 

③ 

２点又は１点 

環境対策 

次の(1)から(6)のうち、認定（認証・登録）を取得しているいずれかを選択する。 
(1) ながのエコ・サークル（ゴールド・ランク）認定事業者：３点 
(2) ＩＳＯ１４００１の認証取得事業者：2.5点 
(3) エコアクション２１の認証取得事業者：２点 
(4) ながのエコ・サークル（シルバー・ランク）認定事業者：1.5点 
(5) ながのエコ・サークル（ブロンズ・ランク）認定事業者：0.5点 
(6) 長野県ＳＤＧｓ推進企業登録事業者：0.5点 
※認定証又は登録証（附属書とも）の写しを添付すること。 

④ 

３点～0.5点 

安全衛生 

対   策 

次の(1)から(3)のうち、認定(認証)の取得又は活動実績のいずれかを選択する。 

(1) 労働安全衛生マネジメントシステム（OHSAS18001又はISO45001）の適合：２点 

(2) 建設業労働安全衛生マネジメントシステム（COHSMS、NEW COHSMS、Compact COHSMS）の認証取得：

２点 

(3)  年度から 年度の建設業労働災害防止協会長野県支部における活動実績：１点 

※認定証又は活動証明書の写しを添付すること。 

⑤ 

２点又は１点 

労働福祉 

(1) 障害者雇用：２点 

障害者を常用労働者として、法定雇用障害者数以上を雇用している又は法定雇用義務は無いが雇用

している事業者 

※「障害者雇用状況報告書」を提出する義務のある事業主にあっては同報告書の写し、提出する義務

のない事業主にあっては「障害者雇用状況の申出書（様式第３号）」を添付すること。 

⑥ 

２点 最大

４点 

(2) 次世代育成支援の取組：２点 

次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」の策定をし、届出をしている事業者 

※労働局に提出した「一般事業主行動計画策定・変更届」の写し（受付印が押印されたもので、公告

日において計画期間中のもの）を添付すること。 

⑦ 

２点 

(3) 女性活躍推進の取組：２点 

女性活躍推進法に基づく「一般事業主行動計画」の策定をし、届出をしている事業者 

※上記(2)に同じ。 

⑧ 
２点 

(4) 労働福祉の状況：２点 

経営事項審査の「その他の審査項目（社会性等）」のうち以下の６項目の合計点が30点以上である 

 ①雇用保険の加入状況 ②健康保険の加入状況 ③厚生年金保険の加入状況 

 ④建退協の加入状況 ⑤退職一時金もしくは企業年金制度の導入 ⑥法定外労災制度の加入状況

※公告日の直近に通知された経営規模等評価結果通知書・総合評価値通知書の写しを添付すること。 

⑨ 

２点 

(5) キャリアアップの取組：２点 

建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）に事業者登録している事業者 

※ 公告日の直近に通知された経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを添付するこ

と。同通知書で事業者登録していることを確認できない場合は、事業者登録していることを確認

できる書類を提出すること。 

⑩ 

２点 

(6) 若手技術者の採用と育成の取組：２点 

建設工事の施工に従事する29歳以下の者を採用又は37歳以下の者の資格取得に寄与した事業者 

※ 採用者の場合は、「建設工事の施工に従事する29歳以下の者の採用に関する申出書」を提出 

すること。 

※ 資格取得の場合は、「37歳以下の者の資格取得に関する申出書」を提出すること。 

 ※ 条件及び添付書類は、上記申出書の欄外を参照すること。 

 

⑪ 

２点 
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災害協定等 

(1) 災害協定の締結、災害時応急活動実績 

次のア又はイのうち、いずれかを選択する。 

ア 長野市と「災害時業務委託契約」を締結している事業者又は「災害時における協力に関する協

定等」を締結している協会の会員：２点 

イ 長野市との「災害時業務委託契約」又は「災害時における協力に関する協定」等に基づき、公告

日から過去２年以内に災害時応急活動実績のある者：３点  

※災害時業務委託契約は、毎年６月１日公告分から当該年度の契約とする。 

※応急活動実績は、「災害時応急活動実績の申出（確認）書」（様式第５号）（担当部署の確認印が

あるもの） 

又は活動実績を確認できる書類を提出すること。 

⑩ 

３点又は２点 

防災活動 

(1) 防災活動の実績 

次のア又はイのうち、いずれかを選択する。 

ア 市との協定に基づき、公告日から過去２年以内に災害発生状況等の緊急パトロール活動等の実

績のある者：１点 

イ 公告日から過去２年以内に市が実施する防災事業への参加活動実績のある者：0.5点 

※「防災活動実績の申出（確認）書」の写し（受付印が押印されたもの）を提出すること。 

⑪ 

１点又は0.5点 

除雪契約 

次の(1)から(3)のうち、長野市と「道路除雪業務委託契約」を締結しているいずれかを選択する。 
(1) 自社保有機械（リースを含む）で行っている事業者：３点 
(2) 市からの貸与機械のみで行っている事業者又は融雪剤散布のみの事業者：２点 
(3) 豪雪時における道路除雪業務委託契約締結事業者：１点 
 ※毎年12月１日公告分から当該シーズンの契約とする。 

⑫ 

３点～１点 

地域貢献 

次の(1)又は(2)のうち、いずれかを選択する。 

(1) 消防団協力事業所表示制度認定事業所：２点 

（消防団協力事業所表示制度実施要綱第４第１項又は第６に該当する事業所等） 

(2) 公告日から過去１年以内に実施したボランティア活動 ：１点  

※ボランティア・公益活動の申出書(様式第４号)に、実施状況が確認できる書類を添付して提出する

こと。 

⑬ 

２点又は１点 

指名停止 

（減点項目） 

公告日から過去１年以内に長野市からの指名停止措置を受けた事業者 

※減点数＝通算指名停止月数×（－1点） 

⑭ 

マイナス評価 

小 計（ ③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭) ⑮ 最高20点 

   

合 計（ ②＋⑮）  最高100点 
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様式第２号（第５関係） 

 

 

工事成績評定に係る評価点算定表 

 

工事名：                             

 

業 種   商 号 又 は 名

称 

 

 

年度工事実績  
長野市
確認欄 

評定件数 ①        件   

評定点計 ②        点   

      

年度（   月末）工事実績   

№ 工  事  名 評定点   

１  点   

２  点   

３  点   

４  点   

５  点   

６  点   

７  点   

８  点   

９  点   

10  点   

評定件数 ③        件   

評定点計 ④        点   

      

評定件数合計（①＋③） ⑤        件   

０評 定 点 合 計（②＋④） ⑥        点   

     

平均評定点（⑥／⑤）（小数点以下切捨て整数止め） 点   

     

※   年度の当該業種の工事実績についてすべて記入し、工事成績評定通知書の（写し）を

添付すること。（検査年月日が  年４月１日から  年３月31日までの同種工事） 

また、工事成績評定通知書の原本を持参し確認を受けること。 
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様式第３号（第６関係） 

 

障害者雇用状況の申出書 

商 号 

又 は 名 称  
 

申 請 時 現 在  

従 業 員 数 
人 

申 請 時 現 在 

従 業 員 の う ち 障 害 者 数 
人 

 

 身体障害者手帳等の番号 障 害 等 級 又 は 区 分 

１   

２   

３   

４   

５   

 

記載要領 

１ この申出書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）

第２条に定める障害者を雇用（常用雇用に限る。）している場合に作成してくださ

い。 

（障害者雇用状況報告書を提出する義務のある者を除きます。） 

２ 身体障害者手帳等の番号欄は、交付された身体障害者手帳、療育手帳、精神障

害者保健福祉手帳の番号について、１人につき一行に記入してください。 

（１人の者が複数の手帳を有する場合は、一行に記入してください。） 

３ 障害等級又は区分欄は、身体障害者手帳等に記載されている障害等級又は区分

を記入してください。 
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様式第４号（第６関係） 

 

ボランティア・公益活動の申出書 

商号又は名称  

活動の概要   

活 動 場 所   

活 動 期 間  年  月  日 ～   年  月  日 

活 動 人 数  延べ人数  人／実人数  人 

具 体 的 な  

活 動 内 容  

 

 

※ 実施状況が確認できる書類（新聞記事・広報記事・写真等）を添付してください。 
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様式第５号（第６関係） 

 

災害時等応急活動実績の申出（確認）書 

商号（名称） 
 

活動の種類 
 

活動場所  

活動期間    年  月  日 ～    年  月  日 

委 託 料 円（税込） 

具体的な 

 

活動内容 

 

※ 応急活動実績については、公告日から過去２年以内の「災害時等業務委託契約」

第１条第１号又は「災害時における協力に関する協定」等に基づき発注したもので、

業務を発注した課（支所）の確認を受けて提出してください。 

 

 上記について、災害時等応急活動実績として確認しま

した。 

発

注

課 

確

認

印 
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様式第６号（第６関係）      

 

防災活動実績の申出（確認）書 

商号（名称） 
 

活動の 

種 類 

(どちらかに〇) 

 
市との協定等に基づく、災害発生状況等の緊急パトロール活動等の

実績 

 市が実施する防災事業への参加活動実績 

活動場所  

活動期間    年  月  日 ～    年  月  日 

具体的な 

 

活動内容 

 

※ 災害発生状況等の緊急パトロール活動等の実績については、公告日から過去２年

以内の「災害時における復旧協力に関する協定」等に基づき活動したもので、緊急

パトロール活動等を依頼した課（支所）の確認を受けて提出してください。 

※ 防災事業への参加活動については、公告日から過去２年以内に活動したもので、

防災事業等を発注した課（支所）の確認を受けて提出してください。 

 

 

 上記について、 防災活動の実績として確認しました。 

発

注

課 

確

認

印 
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様式第７号（第６関係） 

 

建設工事の施工に従事する 29 歳以下の者の採用に関する申出書 

商号（名称） 

 

 

 

採用者氏名 

 

 

 

生年月日 年   月   日 

採用年月日 年   月   日 

採用日時点の年齢 採用日時点    歳 

 ※建設工事の施工に従事する者であること。 

※採用日時点で 29 歳以下であること。 

※公告日から過去３年以内に採用した者であること。 

※公告日以前に３か月以上雇用関係があること。 

 

（添付書類） 

・生年月日を確認できる書類（他の添付書類により確認できる場合は不要） 

・公告日以前に３か月以上の雇用関係があることを確認できるもの（住民税特別 

徴収税額通知書の写し等） 
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様式第８号（第６関係） 

 

37 歳以下の者の資格取得に関する申出書 

商号（名称） 

 

 

 

資格取得者氏名 

 

 

 

生年月日 年   月   日 

採用年月日 年   月   日 

資格取得日 年   月   日 

資格取得日時点の年齢 資格取得日時点    歳 

取得した資格  

※採用後に取得した資格であること。 

※資格取得日時点で 37 歳以下であること。 

※公告日から過去３年以内に取得した資格であること。 

※資格は、配置技術者となり得る１級又は２級国家資格等並びに登録基幹技能者

（国土交通省「建設業法における配置技術者となり得る国家資格等一覧」に掲載さ  

れているもの）であること。 

※公告日以前に３か月以上雇用関係があること。 

 

（添付書類） 

・生年月日を確認できる書類（他の添付書類により確認できる場合は不要） 

・公告日以前に３か月以上の雇用関係があることを確認できるもの（住民税特別 

徴収税額通知書の写し等） 

・合格証明書等の写し 


